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１．はじめに  

 筆者らは，自然粘性土地盤が人為的かく乱により圧縮性が変化することを利用した「かく乱・減容化工法」の

開発を進めている 1)，2)。これまで市販粘土にセメントを添加した模擬不かく乱試料に対して，拘束圧の作用下で

かく乱を行い，かく乱による減容化効果を実験的に実証した 3)。今回は，骨格構造の発達が低い浚渫粘性土に対す

るかく乱・減容化効果を確認するため，東京湾粘性土の再構成試料を高含水比の状態から予備圧密を行い，所定

の拘束圧の作用させた状態でかく乱を行い，かく乱による減容化効果を確認した。 

２．実験装置と試料 

 図-1 に実験装置の概略図を示す 3)。この装置に内蔵された，

かく拌用の羽根（直径 290mm，厚さ 5mm）を回転させることによ

り，拘束圧を作用させた状態で試料をかく乱することできる。実

験装置の詳細については，参考文献 3)を参照されたい。 

 実験に使用した試料は東京湾粘性土である。試料の物理特性を

表-1に示す。試料に海水を加え，含水比が液性限界の約 1.8 倍程度

のスラリー状まで加水した。 

３．実験条件と方法 

 今回実施した実験ケースの一覧を表-2 に示す。ケース 0 はかく

乱なし，ケース１はかく乱ありのケースである。かく乱時の圧密

圧力を 50kPaとし，かく乱時は非排水状態でかく乱を行った。 

実験方法は以下の通りである。 

1) 容器にスラリーを敷設し，羽根を内蔵した載荷ピストンを設置

する。なお，試料の初期層厚は 40cm程度である。 

2) 空圧により 50kPaまで載荷し，両面排水の状態で圧密沈下が収

束するまで載荷を続ける。 

3) 圧密圧力 50kPa を維持し，排水面のコックを閉じ，非排水の状

態で試料をかく乱する。かく乱開始時，羽根は試料の上端に位

置し，羽根を5mm貫入ごとに回転させる。回転数は10回とし，

羽根の可動範囲は，試料上下端から 1cm以内である。 

4) かく乱終了後，コックを開け排水状態にし，圧密終了まで空圧

載荷を継続する。なお，圧密終了の判定は，変位計のデータに

基づき，2t法による。 

5) 100kPa，200kPa，400kPa と載荷を行い，圧密完了後，試料を

取出し，試料の含水比を測定する。 

４．実験結果 

図-2 にケース 1 のかく乱後の 50kPa 載荷時の圧縮ひずみの変化

を示す。圧縮ひずみは 50kPa 載荷後の層厚を基準とする。図より，

かく乱後に 10%以上の沈下が発生していることが確認できる。図

図-1 実験装置概略図 
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表-1 東京湾粘性土の物理特性 

 

表-2 実験条件 
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-3 は圧縮ひずみと圧密圧力の関係を示す。圧密圧力 50kPa に着目すると，かく乱により圧縮ひずみが約 10%以上

発生している。さらに圧密圧力が 400kPaでも，かく乱なしの場合の圧縮曲線と比較して，5%程度の圧縮ひずみの

差が残っていることが分かる。 

図-4に体積比と圧密圧力の関係を示す。かく乱により体積比は約 0.4減少している。かく乱後の体積比は，かく

乱なしのケース 0 の圧縮曲線上では，圧密圧力約 130kPa の体積比に相当する（図中の緑破線参照）。かく乱時の

圧密圧力が 50kPa なので，かく乱により 80kPa 程度の過剰間隙水圧が発生し，この過剰間隙水圧が消散すること

により，体積比が減少したと推察される。しかし，今回の実験では間隙水圧の測定を実施していないため，今後

の実験で検証する必要がある。 

図-5 に試験終了後の試料の含水比分布を示す。含水比は試料内の 3 地点より採取している。かく乱なしのケー

スよりも，かく乱ありのケースの含水比が小さいことが確認できる。また，含水比の変動係数は両者とも 1~2%程

度であり，試料内のバラツキは小さい。ケース 1 に関しては，十分均一にかく乱されていることがわかる。 

以上の結果より，自然粘性土地盤と比べて骨格構造の発達の低い再構成粘土試料でも 10%以上の沈下が発生す

ること確認できた。これは，土砂処分場に堆積している浚渫粘性土地盤に対してもかく乱・減容化工法による土

砂の減容化が適用可能であることを示している。 

５． まとめ 

 本論文では，東京湾粘土の再構成試料に対して，拘束圧作用の下でかく乱・減容化効果を実証し，従来の骨格

構造の発達が低い浚渫粘性土地盤でもかく乱・減容化工法が適用可能であることが確認できた。 
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図-5 試験後の含水比分布 

図-2 圧縮ひずみ－時間関係 図-3 圧縮ひずみ-圧密圧力関係 

図-4 体積比-圧密圧力関係 
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